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令和３年度予算 概算要求等の状況（県政に関わりのある主なもの） 
 

 ９月末までに財務省に提出された各省の令和３年度予算 概算要求等について、県政に関わり

のある主なものを整理した。          注 要求額の括弧書きは、令和２年度当初予算額 

＜主な項目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ コロナ対策とポストコロナ社会を見据えた地域づくりの推進 

・新型コロナウイルス感染症への対応[事項要求] ･･･P2 

・日本政策金融公庫による資金繰り支援[事項要求]、金融機関の融資促進(税制改正)･･P4 

・観光の再生と新たな展開[一部 事項要求] ･･･ P4 

・地域公共交通、文化芸術活動等への支援[一部 事項要求] ･･･ P5 

・サプライチェーン強靱化、イノベーション・エコシステムの創出 ･･･ P6 

・国際金融ハブ取引に関する金融事業者等の日本参入促進(税制改正) ･･･ P7 

・地方創生テレワーク交付金(仮称)の創設 ･･･ P7 

・情報通信基盤の整備 ･･･ P8 

・自治体デジタル・トランスフォーメーション(自治体ＤＸ推進計画(仮称)の策定) ･･･ P9 

・「富岳」の整備推進 ･･･ P12 
 

Ⅱ 安全な基盤の確立 

・３か年緊急対策後の自然災害への対応[事項要求] ･･･ P14 

・流域全体で行う「流域治水」への転換(事前放流に伴う損失補填制度の拡充 等) ･･･ P14 

・ゼロカーボンシティ(2050年 CO2実質排出ゼロ宣言自治体)の推進 ･･･ P17 
 

Ⅲ 安心な暮らしの実現 

・不妊治療に対する助成[一部 事項要求] ･･･ P19 

・高齢者・障害者支援の充実[一部 事項要求(自然増、報酬改定)] ･･･ P20,21 
 
Ⅳ 力強い元気づくり 

・スマート農業の推進 ･･･ P23 
 

Ⅴ 全員活躍社会の実現 

・ＧＩＧＡスクールサポーターの配置、デジタル教科書の普及促進 ･･･ P25,26 

・少人数によるきめ細かな学習指導体制の計画的整備[事項要求] ･･･ P26 
 
Ⅴ 交流・環流の促進 

・道路ネットワークの整備 ･･･ P31 
 

※ 地方税に関連する主な税制改正要望 

・車体課税の延長・見直し     ･･･ P32  

・ガス事業等の収入金課税の見直し ･･･ P32 

・ゴルフ場利用税の在り方の見直し ･･･ P33 

・固定資産税(土地)の負担調整措置延長(3年に1度の評価替えによる上昇幅の抑制等)･･･ P4 

（参考１）本県の提案が反映されている主な項目 ･･･ P35 

（参考２）現時点では、本県の提案に対する反映状況等が確認できない主な項目 ･･･ P39 

本県提案と異なる改正要望のため、引き続き「現

行制度の堅持」を、国へ強く提案・要望する。 

別添１ 
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Ⅰ コロナ対策とポストコロナを見据えた地域づくりの推進                 

１ 医療提供体制・感染拡大防止対策の更なる充実等                               

□ 感染防止に配慮した医療・福祉サービス提供体制の確保【厚生労働省】 

・ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金による体制整備の推進 

・ 受入医療機関等における陰圧化等の施設整備 

・ 医療・福祉サービス提供体制の継続支援 

・ 医療・福祉施設における感染防止対策 等 

要求額：７億円＋事項要求（７７億円） 

※ 新型コロナウイルス感染症への対応など緊要な経費については、別途要望（事項要求） 

 

□ PCR検査・抗原検査等の戦略的・計画的な体制構築【厚生労働省】 

・ 地域外来・検査センターの設置、検査研修及びPCR・抗原検査の実施の支援 

・ 民間検査機関の活用等による検査体制の強化 

・ 検査試薬買い上げ 

・ 検疫所における検査体制等の機能強化 等 

要求額：事項要求 

 

□ ワクチン・治療薬の開発・確保、ワクチン接種体制の構築【厚生労働省】 

・ ワクチンの購入 

・ ワクチン接種体制の構築、接種の実施 等 

要求額：事項要求 

 

□ 感染拡大防止に向けた研究開発の推進【厚生労働省】 

・ 国立感染症研究所や国立国際医療研究センターの体制・連携強化 

・ 日本医療研究開発機構等における研究開発支援 等 

要求額：３３億円＋事項要求（１３億円） 

 

□ 健康・医療分野の研究開発の推進【文部科学省】 

・ 従来の健康・医療分野の研究開発に加え、新型コロナウイルス感染症対策や、中長期的な視

点で将来の感染症対策に貢献し得る基礎研究及びそれらを支える研究基盤を充実 

要求額：１,０４１億円（８６０億円） 

 

新 大学病院における感染症医療人材養成の拠点形成【文部科学省】 

・ 感染制御に関する知見を収集し、常に最新の教育プログラムを構築 

・ シミュレーション設備を用いた感染リスクがない環境下での教育を、医療従事者はもとより  

学生に対しても実施 

  ※ 事業規模・支援期間：1.25億円×40拠点・最大５年間 

要求額：５０億円（新規） 
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新 新型コロナウイルス感染症対策の普及啓発【内閣官房】 

要求額：８億円（新規） 

 

□ 感染症に関連する差別等に関する人権擁護活動の強化【法務省】 

・ コロナに関連する偏見や差別をなくすための人権啓発活動の強化 

要求額：４１億円の内数（３５億円の内数） 

 

□ 学校における感染症対策の充実【文部科学省】 

・ 消毒液や保健衛生用品等の整備、校舎消毒作業等に必要な経費を支援 

・ 特別支援学校スクールバスの増便等を支援 

・ (新)学校への感染症対策専門家の派遣 等 

要求額：１６９億円（０．４億円（補正１０５億円）） 

 

新 警察における感染症対策の強化【警察庁】 

・ 犯罪捜査活動や留置管理業務、各種の警戒警備活動等の現場における感染予防措置を徹底す

るための資機材を整備 

・ 警察業務のデジタル化・リモート化の推進 等 

要求額：８０億円（新規） 

 

 

２ 今後の雇用確保に向けた対策                               

□ 雇用の維持・継続に向けた支援【厚生労働省】 

・ 雇用調整助成金等による雇用維持への取組の支援 等 

要求額：事項要求（３５億円） 

 

□ 職業訓練を通じた職業スキルや知識の習得、求職者支援訓練による再就職支援 

【厚生労働省】 

要求額：１,２３７億円＋事項要求（１,２３２億円） 

 

□ 新規学卒者等への就職支援【厚生労働省】 

・  新卒応援ハローワーク等に新たに配置する「就職支援ナビゲーター」の担当者制によるき 

め細かな個別支援に加え、就職活動開始前の学生等に対する早期の支援を実施 

・ 大学等との連携強化により支援対象者を確実に把握し、特別支援チーム(注)を活用した就職 

実現までの一貫した支援を強化 

  注 特別支援チーム：コミュニケーション等に課題を抱える新規学卒者等を効果的・集中的に支援 

するための専門家(就職支援ナビゲーター、公認心理師など)で構成するチーム 

要求額：９５億円＋事項要求（８７億円） 
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新 雇用と福祉の連携による、離職者の介護分野への就職支援【厚生労働省】 

・ ハローワーク・訓練機関・福祉人材センターの連携強化による就職支援、介護分野向け訓練

枠の拡充、訓練への職場見学・職場体験の組み込み、訓練委託費等の上乗せ、介護分野に就職

した訓練修了者への貸付金制度の創設等を実施  

要求額：７億円＋事項要求 

 

 

３ 事業者等への支援の充実                               

□ 中小企業・小規模事業者等の資金繰り支援【財務省】 

・ 中小企業・小規模事業者等の資金繰り支援を行うために必要な、日本政策金融公庫に対する

支援 

要求額：事項要求 

 

新 中堅・中小企業向け融資促進支援のための時限措置 ※税制改正要望【金融庁】 

・  制度融資ではカバーしきれない部分(プロパー融資)で金融機関に期待される役割が一層大 

 きくなると見込まれる中、リスクを負っても貸し出し余力が損なわれないよう金融機関を支

援することが必要なため、中堅・中小企業向けプロパー融資の前年度比増加額の一定割合につ

いて、損金として認められる税制特例を創設 

 

新 土地に係る固定資産税の負担調整措置等の延長と経済状況に応じた所要の措置 

※ 税制改正要望【国土交通省、経済産業省】 

・ ３年に１度の固定資産評価替えによる、地価上昇地点における税負担の上昇が緩やかなもの

になるよう、上昇幅を一定範囲に抑えるなど、土地の固定資産税等の負担調整措置等を３年間

延長 

・ 上記延長の上で、経済状況に応じた所要の措置を実施 

 

新 第三者への事業承継に係る課税猶予措置 ※税制改正要望【金融庁】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響による中小企業の自主廃業増加が懸念されるため、事業承

継の障害になっているとの指摘がある第三者への株式譲渡に係る株式譲渡課税(20％)につい

て、譲渡益課税を猶予する措置を創設 

 

□ 観光の再生と新たな展開に向けた施策の推進【国土交通省】 

・ 観光地域づくり法人(ＤＭＯ)中心で行う「３密」を避けた広域周遊観光の促進等の支援 

・ 混雑状況の見える化など観光地・宿泊施設等の受入環境整備に対する支援 

・ ＭＩＣＥ誘致の国際競争力の強化や感染症に備えた開催地の魅力向上 

・ 港湾へのライブカメラや非接触型設備の導入等を通じたクルーズ船の寄港再開の支援 

要求額：１６２億円＋事項要求（１６２億円） 

※ 今後の感染状況や観光需要の動向等も踏まえつつ、予算編成過程で検討 
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□ 危機に瀕する地域公共交通の確保・維持【国土交通省】 

・ 感染症拡大や生活様式の変化に対応した持続可能な地域公共交通の運行確保に向けた支援 

・ 持続可能な旅客運送サービスの確保に向けた地域交通事業者等の連携・協働に対する支援 

・ 地域鉄道事業者が行う設備更新に対する支援 

・ 車両等の感染症拡大防止や混雑回避に資する技術開発・実証実験の推進 等 

要求額：３３６億円＋事項要求（２２７億円） 

※ 今後の経済情勢や需要動向を踏まえつつ、予算編成過程で検討 

 

新 交通運輸・観光業における新型コロナによる需要減の状況等を踏まえた所要の措置 

※ 税制改正要望【国土交通省】 

・ 交通運輸や観光業界に対する、税制支援措置を活用した資金繰り対策に資する所要の措置を

要望 

 

新 文化芸術活動の継続・発展等支援【文化庁】 

・ これまでの「生」公演「生」展覧による活動収益と、「配信」等の活動収益を組み合わせた、

「新たな日常」における収益モデルに移行するために必要な、文化施設の活動及び環境整備を

支援 

・ 赤外線カメラ装置や空気清浄機等の感染症予防経費、公演再開時の環境整備、時間制来館者 

システムの導入経費等を支援 

・ 各文化芸術団体(※)の特性を活かした新たな収益確保及びその強化に資する取組を実施 

※ 音楽、舞踊、演劇、伝統芸能、大衆芸能、映画、メディア芸術、その他 

要求額：１６１億円＋事項要求（新規） 

 

新 スポーツリーグ等における新型コロナ対策支援【スポーツ庁】 

・ 消毒液や検温に必要な機器など、選手・運営関係者・観客に対する感染対策の取組を支援 

・ 選手・関係者に対するＰＣＲ・抗原検査費用の支援 

・ 臨場感あふれる自由視点映像やリアルタイムでの戦況分析の配信など、新たな観戦体験を 

 提供する取組を支援 

要求額：４８億円（新規） 

 

□ 経済的に困窮している学生への支援【文部科学省】 

要求額：事項要求 

      ※ 「新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した学生に対する授業料等減免」や 

「高等教育の修学支援(授業料等減免・給付型奨学金)の確実な実施」については、予算編 

成過程において検討 
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４ 経済の活性化                                

□ サプライチェーン強靭化・サプライネットの構築【経済産業省】 

・ 我が国の戦略物資の生産拠点の確保 

・ ５Ｇの基盤となる半導体等の重要産業分野に対する重点支援 

・ 製造業のデジタル化による環境変化に対応する企業変革力の強化 

・ 中小企業を含むサプライチェーン全体でのサイバーセキュリティ・事業継続力の強化 等 

要求額：５９６億円（４４０億円） 

 

□ 地域未来投資促進税制 ※税制改正要望【経済産業省】 

・ 地域未来投資促進税制の適用期限を２年間延長 

・ 課税特例の要件の客観化・明確化を図りつつ、効率的な事業(高い投資収益率・労働生産性) 

 に支援対象を重点化 

・ 課税特例の要件に、製品等のサプライチェーンの強靭化に資する事業等の類型を追加 

 

□ イノベーション・エコシステムの創出【経済産業省】 

・ 新しい産業を生み出す担い手の創出促進、成長段階にあわせた育成支援 

・ 不確実性の中でのリスクマネー供給、研究開発強化 

・ 機動的・戦略的な国際標準化の推進 等 

要求額：４８９億円＋産総研交付金６３８億円の内数 

（３０８億円＋産総研交付金６１６億円の内数） 

 

□ 研究開発投資の底上げとクラウドサービスを活用した研究開発の促進 

※ 税制改正要望【経済産業省】 

・ 研究開発税制の控除上限を、法人税額の最大50％まで活用できるよう引上げ 

・ クラウドサービスを活用したソフトウェア開発を税制対象に拡充 等 

 

新 ウィズコロナ／ポストコロナ時代のビジネスモデル変革の促進 

※ 税制改正要望【経済産業省】 

・ 大胆なビジネスモデルの変革(事業再構築・再編等)を前提に、①コロナ禍による厳しい経営

状況からのＶ字回復の実現、②ビジネスモデルの変革に資するＤＸ投資の促進に対し、租税特

別措置を実施（投資への特別償却・税額控除、繰越欠損金の控除上限の引上げ等）  

 

□ 地域経済の強化と一極集中是正【経済産業省】 

・ デジタルを活用した地域企業・産業の競争力強化、若者を中心とした人材の地方移動支援 

・ 観光、農業など成長が期待される地域資源を活用した地域経済の持続的発展の促進 

・ 大阪・関西万博開催に向けた準備の本格化 等 

要求額：１３２億円（５０億円） 
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□ 中小企業の新陳代謝【経済産業省】 

・ 親族内・第三者承継を総合的に支援する体制を整備し、プッシュ型の支援に転換 

・ 事業承継補助金により、承継を機縁とした成長促進を強力に支援 

・ ウィズコロナ／ポストコロナ社会に向けた新たな成長を促すため、経営資源の集約化を後押

しするための税制措置を創設 ※税制改正要望 

・ 中小企業再生支援協議会によるコロナ危機の影響を受けた中小企業の再生計画策定支援 等 

要求額：５１７億円（３７６億円） 

 

□ 国民の命を守る物資の確保【経済産業省】 

・ 人工呼吸器等の高度医療機器や先進的な介護福祉用具などを国内で開発できる体制の構築 

・ 中小企業が有するものづくり技術を活用した医療機器開発・事業化支援 

・ バイオ医薬品や再生医療等製品の国内製造技術基盤の確立 等 

要求額：２３５億円（１７３億円） 

 

新 国際金融ハブ取引に係る税制措置 ※税制改正要望【金融庁】 

・ 香港情勢を受けた地政学リスクへの意識の高まり等により、グローバルに展開する金融機関

はハブ機能をいくつかの拠点に分散・連携させる動きを加速させる可能性があることから、国

際金融ハブ取引について、金融事業者・高度金融人材が日本に参入しやすくするための税制上

の措置を創設 

  法人税：役員報酬の損金算入要件の緩和 

  相続税：海外からの高度金融人材に係る国外資産についての特例 

  所得税：運用成果を反映する持ち分の課税関係の整理 

 

 

５ ポストコロナ社会を見据えた地域づくり等                               

（１）多極分散の国土構造への転換 

□ 地方創生推進交付金【内閣府】 

要求額：１,０００億円（１,０００億円） 

※ 地方創生移住支援事業・地方創生起業支援事業の拡充 

・移住支援事業の対象者 ：第２新卒等の若い世代、専門人材、テレワーカー等を拡大 

・起業支援事業の対象分野：Society5.0関連業種等を拡大 

 

新 地方創生テレワーク交付金(仮称)の創設【内閣府】 

・ テレワークの推進により地方への新たな人の流れを創出する地方公共団体の取組を支援 

要求額：１５０億円（１５０億円） 
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□ 関係人口創出・拡大のための対流促進事業【内閣府】 

・ 中間支援を行う民間事業者等による都市住民と地域のマッチング支援 

・ 現地を訪れない形での取組等に関するモデル事業の実施 等 

要求額：３億円（１億円） 

 

□ 地方創生に向けたＳＤＧｓ推進事業【内閣府】 

・ 優れた取組を提案する｢ＳＤＧｓ未来都市｣の選定、特に先導的な取組を目指す｢自治体 

ＳＤＧｓモデル事業｣への資金的支援 等 

要求額：１２億円（５億円） 

 

□ 都市から地方への移住・交流の推進【総務省】 

・ 地域おこし協力隊の隊員確保に向けた制度周知、隊員・自治体職員双方への研修実施  

・ 地方移住関連情報の提供や相談支援を担う「移住・交流情報ガーデン」の機能強化 

・ (新)デジタル技術を活用して新たなつながりを創出する地方公共団体を支援 

・ (新)関係省庁と連携したチームにより、地域活性化施策を地方公共団体に提案 等 

要求額：６億円（４億円） 

 

□ （再掲）地域経済の強化と一極集中是正【経済産業省】 

要求額：１３２億円（５０億円） 

 

新 農山漁村の情報通信環境や生活インフラの整備【農林水産省】 

・ 田園回帰と農山漁村への定住に資する、農山漁村の情報通信環境、農道、集落排水施設等

の整備を推進 

要求額：７３億円（農村整備事業）、１４億円（漁村整備事業）（新規） 

 

□ 多核連携型の新たな国土づくり【国土交通省】 

・ 感染症の拡大を機とした住まい方や暮らし方の変化を踏まえた二拠点居住等の推進 

・ リモートワークやワーケーション等の新しい働き方に対応した｢小さな拠点｣の形成支援 等 

  要求額：８億円の内数（６億円の内数） 

 

 

（２）情報通信基盤の整備等 

□ ５Ｇ・光ファイバ等の情報通信基盤の整備【総務省】 

・ ５Ｇ等の携帯電話基地局や、高速・大容量の無線局を支える光ファイバの整備推進  

・ 現実のユースケースに即した開発実証の実施を踏まえ、ローカル５Ｇの柔軟な運用を可能と

する制度整備や、低廉かつ容易に利用できる仕組みの構築を実現 

・ (新)急増する通信トラヒック(ネットワーク上の情報量)の予測や地域分散による混雑緩和 

要求額：２５７億円（２３１億円） 
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□ Beyond５Ｇをはじめとする先端技術への戦略的投資【総務省】 

・ Beyond５Ｇや５Ｇの高度化等の実現のカギを握る先端技術の研究開発  

・ 電子暗号通信、ＡＩ(多言語翻訳)、破壊的イノベーション、宇宙ＩＣＴ等の実現のための 

研究開発 

・ 新たな電波利用ニーズに対応するための電波利用環境の構築 等 

要求額：７３３億円（５８１億円） 

 

 

（３）デジタル・ガバメントの推進 

□ 効果的かつ効率的な政府情報システムの整備・運用【内閣官房】 

・ 政府全体で共通的に使用するシステム、基盤、昨日等の整備及び運用に係る予算について内

閣官房ＩＴ総合戦略室の下で統一的な方針により執行 

要求額：８２９億円（６７４億円） 

 

□ ＩＴ利活用の更なる促進等に必要な経費【内閣官房】 

・ デジタル・ガバメントや官民のデータ活用の推進などを加速化するための体制の整備、調査

研究等を実施 

要求額：１５億円（１０億円） 

 

□ 自治体デジタル・トランスフォーメーションの推進【総務省】 

・ ①行政手続のオンライン化、②ＡＩ・ＲＰＡの活用、③システム標準化、④テレワーク、⑤

セキュリティ対策等の基盤整備などについて、自治体が取り組むべき施策及び総務省等によ

る促進施策を盛り込んだ「自治体ＤＸ推進計画(仮称)」を策定し、自治体の抜本的デジタル化

を推進 

要求額：３９億円（７億円） 

 

□ マイナンバーカードの普及・利活用の促進【総務省】 

・ 健康保険証としての利用など、マイナンバーカードの利活用の推進 

・ 市区町村におけるマイナンバーカードの交付体制の支援 

・ (新)マイナポイントの基盤を活用した個人給付について、複数の地方公共団体におけるモデ 

ル事業を展開 等 

要求額：１,４５１億円（４,１２２億円(うちマイナポイント：2,458億円)） 
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□ 行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うためのシステム環境の 

整備【総務省】 

・ 無線局データベース(総合無線局管理ファイル)を基盤とした全国基盤の業務処理システム

を構築・運用し、無線局管理事務の効率化及び電波利用者への行政サービスを向上 

要求額：１００億円（１１７億円） 

 

□ デジタル基盤・ルールの整備【経済産業省】 

・ 行政手続における、一度申請した情報の再記入等を不要とするワンスオンリー化の加速 

・ 官民データ連携を可能とするプラットフォームの構築 

・ 社会システムの再設計と規制・制度改革(ＭａａＳ、ドローン等) 等 

要求額：７１億円（４３億円） 

 

□ 税務手続のデジタル化・オンライン化【財務省】 

要求額：１２６億円 

 

□ 旅券の電子申請システムの設計・開発等【外務省】 

要求額：２１億円（２億円） 

 

□ 戸籍事務や登記関係手続のオンライン化等【法務省】 

・ 戸籍事務へのマイナンバー制度活用(戸籍証明書の添付省略、最寄りの市区町村での戸籍証

明書の取得が可能) 

・  登記関係手続のオンライン化推進のための機能開発 等 

要求額：１１９億円（７２億円） 

 

 

（４）デジタル・トランスフォーメーション等の加速 

□ デジタルを活用した産業の転換【経済産業省】 

・ 企業経営のデジタル・トランスフォーメーションの加速 

（異なる事業・分野間でバラバラになっているシステムやデータをつなぐための標準 

(アーキテクチャ)の策定等） 

・ キャッシュレスを始めとする非接触を通じた、便利な暮らしとサービス生産性向上の実現 

・ 量子、ＡＩ、ロボット、自動走行等の研究開発に集中投資 等 

要求額：３９４億円＋ＩＰＡ・産総研交付金６９９億円の内数 

（２０４億円＋ＩＰＡ・産総研交付金６７５億円の内数） 
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□ インフラ・物流分野等のデジタル・トランスフォーメーションの推進【国土交通省】 

・ ＡＩ・ロボット等を活用した建設現場の３密を避けた非接触・リモート型の働き方の実現 

・ ドローン・画像解析技術等を活用した平時からの河川管理等の高度化・効率化 

・ 物流現場の省人化・自動化等を通じた非接触・非対面型の物流システム等の構築 

・ 建設業・宅地建物取引業などの許可申請手続き等のデジタル化の推進 

要求額：１８３億円＋事項要求（５５億円） 

 

□ 次世代モビリティ等の普及促進【国土交通省】 

・ 感染症の拡大を踏まえた混雑回避等の新たなニーズに対応したＭａａＳの推進 

・ 自動運転の実用化に向けた技術要件の確立や道路空間の基準整備、地域の実装への取組支援 

・ 無人航空機(ドローン)の有人地帯での目視外飛行の実現に向けた環境整備の推進 等 

要求額：２１億円（８億円） 

 

□ スマートシティの推進 

≪総務省 要求≫ 

・ 分野横断的な連携を可能とする相互運用性・拡張性、セキュリティが確保された都市ＯＳ 

 (データ連携基盤)の導入を促進 

要求額：７億円（２億円） 

≪国土交通省 要求≫ 

・ ＡＩ・ＩｏＴ等の新技術や官民データ等をまちづくりに取り入れ、都市のマネジメントを最

適化し課題解決を図る「スマートシティモデルプロジェクト」について、先駆的な取組の継続

的支援に加え、「３Ｄ都市モデル」を活用した新たなプロジェクトを創出 

要求額：３億円（２億円） 

 

□ ｢スーパーシティ構想｣の推進【内閣府】 

・ 選定都市における先端的サービスの構築、データ連携基盤の整備、事業計画の作成支援  

・ 遠隔医療、教育、自動走行など、複数分野にわたる先端的サービスの構築を支援 等 

※ スーパーシティ構想：ＡＩやビッグデータ等を活用し、世界に先駆けて、未来の生活を先行実現する 

            「まるごと未来都市」を目指す構想 

要求額：２３億円（３億円） 
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□ 新たな日常にも対応したデータヘルスの集中改革プラン等の実施【厚生労働省】 

・ 医療保険オンライン資格確認の実施(R3.3月～)、医療機関等の対応の支援 

・ 特定健診情報・薬剤情報等を本人や本人の同意を得た医療機関等が確認できる仕組みの構築 

(R4夏を目途に運用開始) 

・ ＮＤＢ(レセプト情報・特定健診等情報データベース)や介護保険総合データベース等で保有 

する健康・医療・介護情報を連結して、分析可能な環境を整備 

・ (新)処方箋の電子化(R4年度 運用開始)に向けたシステム構築 等 

要求額：１,０３９億円＋事項要求（１,００８億円） 

 

□ デジタル活用支援の総合的な推進【総務省】 

・ 知識やスキルが十分ではない利用者に対する助言・相談など、国民利用者がデジタル技術を

十分に活用できる環境の構築に向けた取組を総合的に支援 

要求額：１４億円（５億円） 

 

 

（５）「富岳」の整備等 

□ スーパーコンピュータ「富岳」の整備【文部科学省】 

・ 令和３年度共用開始に向け、着実に整備を推進 

要求額：３２７億円（６０億円） 

 

□ スーパーコンピュータ「富岳」・ＨＰＣＩの運営【文部科学省】 

・ 「富岳」を中核とし、多様な利用者のニーズに応える革新的な計算環境(ＨＰＣＩ：革新的

ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ)を構築し、その利用を推進 

要求額：１９１億円（１４６億円） 

 

□ 大型放射光施設「ＳＰｒｉｎｇ－８」の整備・共用【文部科学省】 

・ 安定的な運転の確保及び利用環境の充実を行い、産学の広範な分野の研究者等の利用に供す

ることで、世界を先導する利用成果の創出等を促進 

要求額：９５億円（９７億円）※ＳＡＣＬＡ分の利用促進交付金を含む 

 

□ Ｘ線自由電子レーザー施設「ＳＡＣＬＡ」の整備・共用【文部科学省】 

・ 安定的な運転の確保及び利用環境の充実を行い、産学の広範な分野の研究者等の利用に供す

ることで、世界を先導する利用成果の創出等を促進 

要求額：６９億円（６９億円）※ＳＰｒｉｎｇ－８分の利用促進交付金を含む 
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（６）新しい働き方への対応 

新 （再掲）地方創生テレワーク交付金(仮称)の創設【内閣府】 

要求額：１５０億円（１５０億円） 

 

□ 良質な雇用型テレワークの導入・定着促進【厚生労働省】 

・ テレワーク相談センターによる個別相談対応の充実やセミナーの開催等により、適正な労務

管理下における良質なテレワークの導入・定着を促進 

要求額：３１億円（３億円） 

 

□ 新たな働き方・住まい方を支える都市のテレワーク拠点整備等への支援 

【国土交通省】 

・ 大都市の職住近接拠点や中核都市の副次拠点、地方都市の中心市街地の生活圏におけるテ 

レワーク拠点の整備 

・ 職住近接を支える生活関連施設(医療､福祉､子育て支援施設等)の小規模分散立地の推進 等 

 

□ テレワークの普及啓発等【総務省】 

要求額：６億円（３億円） 

 

新 サテライトオフィス整備に係る軽減措置の創設 ※税制改正要望【総務省】 

・ テレワークを安心して行うことができる「場」を利用者に提供するため、一定のセキュリテ

ィ水準を確保したサテライトオフィスの整備を行う法人が、整備に際して取得した設備に関

し、法人税の税額控除又は特別償却及び固定資産税の課税標準の特例措置を創設 

 

□ 国立公園におけるワーケーションへの対応の充実【環境省】 

要求額：６億円（３億円） 

 

□ 副業・兼業を行う労働者の健康確保に取り組む企業等への支援【厚生労働省】 

・ 一般健康診断やストレスチェックなど副業・兼業を行う労働者の健康確保に取り組む企業に

対し、その費用を助成 

要求額：２億円（２億円） 
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Ⅱ 安全な基盤の確立                               

１ 防災・減災対策の推進                                

（１）国土交通省関係 

□ ３か年緊急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応【国土交通省】 

・ ３か年緊急対策後の中長期的な視点に立った計画的な取組のための予算については、激甚

化・頻発化する自然災害等に鑑み、３か年緊急対策として講じられてきたこれまでの実績を踏

まえ、今後中長期的に達成すべき安全度等の水準を見据えて、これまでの実績を上回る必要か

つ十分な規模となるよう、予算編成過程で検討 

要求額：事項要求 

 

□ あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換【国土交通省】 

・ 気候変動による豪雨の頻発化・激甚化等を踏まえた河川整備計画等の見直しの推進 

・ 洪水氾濫を未然に防ぐための計画的な河道掘削や「粘り強い河川堤防」を目指した堤防強化 

等の推進 

・ (新)利水ダムにおける事前放流の更なる推進 

① 事前放流に伴う損失補填制度の拡充 

２級水系においても事前放流の取組を更に推進するため、２級水系の管理者で 

     ある道府県が利水ダム等の事前放流に伴う損失補填を行う場合に、国がその費用 

     を支援する制度を検討 

② 河川管理者による新たな施設整備制度の創設 

 放流施設の整備等を行うことで大きな洪水調節効果が期待できる利水ダムに 

ついて、河川管理者が主体となって施設整備等を実施できる支援制度を創設 

③ 事前放流に関する放流施設の整備等を行った場合の税制優遇  ※ 税制改正要望 

 利水ダムにおいて、洪水被害を防止・軽減させる目的で放流施設の整備等を 

行った場合には、当該施設に係る固定資産税を課税の対象外とする新たな税制を 

創設 

・ (新)流域の関係者と協働した雨水貯留浸透施設整備等の流出抑制対策の推進  

① 流域治水協議会の設置 

 関係者（河川管理者、下水道管理者、地方公共団体、まちづくり事業者等）に 

よる流域対策を計画的かつ整合的に推進するため、新たに流域治水協議会を設置 

② 予算・税制に関する支援制度の拡充 

認定雨水貯留施設に係る固定資産税を課税の対象外とする新たな税制の創設 等 

※ 税制改正要望 

要求額：５,０２７億円＋事項要求（４,８３４億円） 
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□ 集中豪雨等に対応した総合的な土砂災害対策の推進【国土交通省】 

・ 近年の災害を踏まえた土砂災害防止施設の重点的整備の推進 

・ 流木等を確実に捕捉する砂防堰堤等の整備の推進 

・ インフラ・ライフライン、集落の基幹的施設等を保全する土砂災害対策の推進 

・ 土砂災害の被災地域における集中的な再度災害防止対策等の強化 等 

要求額：１,１５５億円＋事項要求（１,１４４億円） 

 

□ 南海トラフ巨大地震、海溝型地震対策等の推進【国土交通省】 

・ 河川・海岸堤防等のかさ上げ・耐震対策、水門等の自動化・遠隔操作化等の推進 

・ 津波浸水等を軽減するための粘り強い海岸堤防・防波堤等の整備の強化 

・ 下水道施設の耐震化及びマンホールトイレ設置等の推進 

・ 防災ヘリ更新、機器整備、民間人材育成等によるTEC-FORCE等の災害対応能力の向上 等 

要求額：１,６４６億円＋事項要求（１,４７０億円） 

      

□ 密集市街地対策や住宅・建築物の耐震化の促進【国土交通省】 

・ 密集市街地等における建替えや改修等の防災対策の促進 

・ 密集市街地における災害の被害拡大防止のための無電柱化の推進 

・ 住宅・建築物の耐震改修等の取組に対する支援 

・ 耐震診断義務付け対象建築物等への重点的支援措置等による耐震化の促進 等 

要求額：５４８億円＋事項要求（５０３億円） 

      

□ 災害時における人流・物流の確保【国土交通省】 

・ ミッシングリンク解消や４車線化、ダブルネットワーク強化の推進 

・  大規模災害に備えた道路等の防災・減災対策の推進 

・ 駅や橋梁等の鉄道施設の耐震・豪雨・浸水対策の促進 

・  感染症対策やサプライチェーンの多元化を通じた強靱な物流システムの構築 等 

要求額：２,９９２億円＋事項要求（２,９０５億円） 

 

□ 地域における総合的な防災・減災対策に対する集中的支援 

（防災・安全交付金）【国土交通省】 

・ 頻発する風水害・土砂災害や大規模地震・津波に対する防災・減災対策など、地方公共団体

等の取組を集中的に支援 

要求額：７,８４７億円＋事項要求（７,８４７億円） 

 

新 災害ハザードエリアからの移転促進のための特例措置の創設 ※ 税制改正要望 

【国土交通省】 

・ 登録免許税(本則の1/2軽減)及び不動産取得税(標準課税から1/5控除)の特例措置を創設 

  （R3.4.1～R5.3.31） 
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（２）農林水産省関係 

□ 治山事業＜公共＞【農林水産省】 

・ 激甚な山地災害からの復旧とともに、地球温暖化に伴う豪雨の増加等を踏まえ、山地災害危

険地区におけるレーザー計測による災害リスクの把握や治山施設の設置等のハード・ソフト

一体的な対策、流木対策等を強化 

要求額：７４１億円（６０７億円） 

 

□ 農業農村整備事業＜公共＞【農林水産省】 

・ 農地の大区画化・汎用化、農業水利施設の適切な更新・長寿命化、防災重点農業用ため池対

策の強化、農業用ダムの洪水調整機能強化等を推進 

・  農村の情報通信環境、農道、集落排水施設等の整備を推進 

要求額：３,９８３億円（３,２６４億円） 

 

□ 農山漁村地域整備交付金【農林水産省】 

・ 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策に必要

な交付金を交付 

要求額：１,１３１億円（９４３億円） 

 

 

（３）内閣府関係 

□ 感染症対策も踏まえた防災対策の充実【内閣府】 

・ 避難所における良好な生活環境確保に向けた検討調査の実施 

・ 避難行動要支援者の個別計画作成の推進 

・ 被災者台帳の整備促進や罹災証明書の発行業務の迅速化など、被災者支援手続のデジタル化 

・ 被災者の生活再建支援制度を一元的に集約したデータベースの構築 等 

要求額：１０１億円（７９億円） 

 

□ 被災者生活再建支援金に係る非課税措置等の拡充 ※税制改正要望【内閣府】 

・ 現在、被災者生活再建支援金について、半壊世帯の一部(損害割合30％台)についても支給対

象とする方向で検討しているため、当該半壊世帯の一部に支給される支援金についても、所得

税及び個人住民税の非課税措置等を実施 
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２ 持続可能な地域環境の創造                                      

□ ゼロカーボンシティ再エネ強化支援パッケージ【環境省】 

・ ゼロカーボンシティ(2050年 CO2実質排出ゼロを宣言した自治体)の動きを後押しするため、

地域再エネ最大限導入のための計画づくり、地域の状況に応じた再エネ等の自立・分散型エネ

ルギーの導入など、ソフト・ハード両面からのパッケージ支援を推進 

要求額：４５５億円（１２５億円） 

 

□ 「気候変動×防災」・「適応復興」によるレジリエント(※)な地域づくり【環境省】 

・ 「気候変動×防災」の相乗効果を発揮させる取組の推進や、原形復旧の発想にとらわれず、

土地利用のコントロールや自然が持つ多様な機能の活用なども含めて気候変動への適応を進

める「適応復興」の発想に基づく取組を推進 

・ 熱中症警戒アラートの全国展開をはじめ、政府全体で熱中症対策を強化・拡大 

（※ レジリエント：想定外の事態に対する回復力） 

要求額：５１７億円（３７２億円） 

 

□ 「新たな日常」の脱炭素化【環境省】 

・ ウィズコロナ・ポストコロナ時代にニーズが高まるデジタル分野や物流、住宅・建築物の省

エネなど、「新たな日常」の脱炭素化を推進 

要求額：３５７億円（１０９億円） 

 

□ プラスチック資源循環戦略の具体化【環境省】 

・ 資源循環の高度化に資する設備導入を新たに支援するなど、企業や自治体、消費者など多様

なプレーヤーを巻き込みながら、プラスチック資源循環等を推進 

要求額：１６４億円（３８億円） 

 

□ 豊かさを実感できる海の再生事業【環境省】 

・ 閉鎖性海域の保全と活用のモデルとなる「きれいで豊かな海」の実現に向け、蓄積データ

の活用も含め、栄養塩類の順応的管理や藻場の保全・再生等を推進し、モデルとして発信（瀬

戸内海環境保全特別措置法の改正等も視野） 

要求額：１．５億円（１．３億円） 

 

新 国産木質バイオマス発電・熱利用の促進【経済産業省】 

・ 燃料材に適した早成樹・広葉樹等の樹種の選定、育林手法等に関する調査・実証 

・ チップ製造技術の開発や生産方式の見直し等による低コスト化と品質の安定化 等 

要求額：１５億円（新規） 
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□ 水素社会実現の加速【経済産業省】 

・ 国際的な水素サプライチェーンの実証（世界初の液化水素運搬船で豪州から水素を運搬） 

・ ＦＣＶ等の次世代自動車の普及促進、水素ステーションの整備支援 等 

要求額：８４８億円（７００億円） 
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Ⅲ 安心な暮らしの実現                               

１ 子育て環境の充実                                      

□ 総合的な子育て支援【厚生労働省】 

・ 必要な者に適切な保育を提供するための保育の受け皿整備 

・ 保育士・保育現場の魅力発信や魅力ある職場づくりの支援、保育補助者等の配置による保育

士の業務負担の軽減 

・ 保育所等における医療的ケア児の受入促進（モデル事業の一般事業化） 

・ 外国籍の子どもが多い保育所等について、保育士の加配を支援 

・ 認可保育所等への移行に向けた認可外保育施設の保育の質の確保・向上 等 

要求額：１,０８５億円＋事項要求（１,０８５億円） 

 

□ 子ども・子育て支援新制度の着実な実施【内閣府】 

要求額：３兆１,９１８億円＋事項要求（３兆１,９１８億円） 

※ 少子化社会政策大綱(R2.5.29閣議決定)等を踏まえ、予算編成過程で検討 

 

□ 地域少子化対策重点推進交付金【内閣府】 

・ 地域の実情や課題に応じて地方自治体が実施する少子化対策事業について、新たな少子化社 

会対策大綱を踏まえた取組を支援するとともに、新婚世帯を応援する結婚新生活支援事業を 

拡充 

要求額：２０億円（１０億円） 

 

□ 不妊治療に対する助成【厚生労働省】 

要求額：１５１億円＋事項要求（１５１億円） 

 ※ 不妊治療への保険適用を実現するとの「基本方針」の下、「経済財政運営と改革の基本方 

針2020」を踏まえ、財源と合わせて、予算編成過程で検討 

 

□ 子育て支援に要する費用に係る税制上の措置 ※税制改正要望【内閣府、厚生労働省】 

・ 子育てと仕事の両立を支援するため、ベビーシッター等の子育て支援に係る費用について、

税制上の措置を要望（所得税・個人住民税） 

※ 以前に同様の要望を提出し、検討事項とされているもの 

 

新 産後ケア事業に要する費用に係る税制措置の創設 ※税制改正要望【厚生労働省】 

・ 令和元年に議員立法で成立した母子保健法一部改正において法定化された産後ケア事業

(※) について、消費税非課税の対象とする措置を創設 

※ 産後ケアの具体的内容 身体的回復と心理的安定を促す保健指導、授乳指導及び乳房ケア、 

             新生児及び乳児の状況に応じた育児指導、 

母親の話を傾聴する等の心理的支援 等 
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□ 児童虐待防止対策・社会的養育の迅速かつ強力な推進【厚生労働省】 

・ 児童相談所等におけるＩＣＴ機器導入支援、ＳＮＳ等を活用した相談支援の強化 

・ 専門人材の確保に関する取組の強化（通信課程(１年)を活用した任用資格の取得を支援する

事業の創設 等） 

・ 子ども食堂や子どもへの宅食等を行う民間団体等も含めた地域における子どもの見守り体

制の強化 

・ 関係機関間の情報共有・連携の強化 

・ 障害児を養育する里親家庭の負担軽減など里親養育支援体制の強化 等 

要求額：１,７３４億円＋事項要求（１,７３１億円） 

※ 児童虐待防止対策、社会的養育の迅速かつ強力な推進については、「経済財政運営と改革 

の基本方針2020」を踏まえ、財源と合わせて、予算編成過程で検討 

 

 

□ ひとり親家庭等の自立支援の推進【厚生労働省】 

・ 就業支援のほか、子育て・生活支援、学習支援、経済的支援などの総合的な支援を実施 

・ 養育費相談センターや自治体における養育費に関する相談支援の充実、養育費の履行確保に

資する先駆的な取組の推進 等 

要求額：１,７７１億円＋事項要求（１,７５６億円） 

 

 

２ 高齢者への支援の充実                                      

□ 介護の受け皿整備、介護人材の確保【厚生労働省】 

・ 地域医療介護総合確保基金による介護施設等の整備及び介護人材の確保 

・ 介護施設等の防災・減災対策の推進 

・ 介護分野事業所における業務改善コンサルタントの育成、関係書類の電子化・システム化 

・ 介護福祉士修学資金等貸付事業の充実 

（福祉系高校に通う学生や他業種で働いていた者等に対する貸付事業を創設） 等 

要求額：１,１０１億円＋事項要求（１,０９６億円） 

※ 高齢化等に伴ういわゆる自然増、介護報酬改定への対応については、予算編成過程で検討 
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３ 障害者への支援の充実                                      

□ 障害児・者支援の推進【厚生労働省】 

・ 障害福祉サービス事業者等の整備、地域生活支援の拡充 

・ (新)児童発達支援センター等にインクルーシブ推進員を配置し、保育所・幼稚園等での受け 

入れを推進 

・ 保育所等における看護師の配置や保育士の喀たん吸引に係る研修受講への支援など、医療的 

ケア児に関する支援の拡充 

・ 視覚障害者・聴覚障害者等への情報・意思疎通支援の推進 

・ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 等 

要求額：６００億円＋事項要求（５８３億円） 

※ 障害報酬改定への対応については、予算編成過程で検討 

 

□ 障害者の就労促進【厚生労働省】 

・ 障害者雇用ゼロ企業等に対する、採用の準備段階から採用後の職場定着までの一貫した支援 

・ 障害者の雇用を促進するためのテレワークの推進 

（最長６か月まで、トライアル雇用期間の延長可能） 

・ 雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 

（自治体が必要と認めた場合、地域生活支援促進事業により支援） 

・ (新)共同受注窓口を通じた就労継続支援事業所の全国的な受発注体制の構築 

・ 農福連携による障害者の就農促進 等 

要求額：１８４億円＋事項要求（１８０億円） 

 

□ 依存症対策の推進【厚生労働省】 

・ 依存症対策に携わる人材の養成、依存症に関する普及啓発、地域における依存症医療・相談

支援体制の整備、民間団体の支援 等 

要求額：１０億円（９億円） 

 

 

４ 地域医療の確保                                      

□ 地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者働き方改革の推進等【厚生労働省】 

・ 地域医療介護総合確保基金等による地域医療構想の推進 

・ 認定制度を活用した医師少数区域等における医師への支援、総合診療医の養成支援 

・ ICTを活用した生産性向上の推進 等 

要求額：１,０６４億円＋事項要求（１,０５１億円） 

※ 薬価改定への対応については、予算編成過程で検討 
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□ 地域医療構想実現に向けた税制上の優遇措置の創設 ※税制改正要望【厚生労働省】 

・ 地域医療構想に基づく再編統合のために所得した資産等について、不動産取得税、固定資産

税、登録免許税を軽減  

※ 以前に同様の要望を提出し、検討事項とされているもの 

 

□ （再掲）新たな日常にも対応したデータヘルスの集中改革プラン等の実施 

【厚生労働省】 

要求額：１,０３９億円＋事項要求（１,００８億円） 

 

新 （再掲）大学病院における感染症医療人材養成の拠点形成【文部科学省】 

要求額：５０億円（新規） 

 

 

５ 健康づくりの推進                                      

□ 健康寿命延伸に向けた予防・健康づくり【厚生労働省】 

・ 保険者のインセンティブ強化（国保・保険者努力支援制度） 

・ 生活習慣病の疾病予防・重症化予防等の先進的なデータヘルス事例の全国展開 

・ 歯科口腔保健の推進 

・ (新)保険者とかかりつけ医の協働による加入者の予防健康づくり 等 

要求額：１,５１４億円＋事項要求（１,５００億円） 

 

□ 認知症施策推進大綱に基づく施策の推進【厚生労働省】 

・ 認知症サポーターの活動(チームオレンジ)の全国展開の推進 

・ 認知症本人や家族に対する日常的・継続的な伴走型の支援拠点の整備 

・ 認知症の各段階(発症前、軽度認知障害、認知症)を対象にした臨床研究等の推進 

・ 認知症疾患医療センターの整備促進・診断後等の支援強化 等 

要求額：１２８億円＋事項要求（１２５億円） 
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Ⅳ 地域の元気づくり                               

１ 力強い農林水産業の確立                                      

□ （再掲）農業農村整備事業＜公共＞【農林水産省】 

要求額：３,９８３億円（３,２６４億円） 

 

□ （再掲）農山漁村地域整備交付金【農林水産省】 

要求額：１,１３１億円（９４３億円） 

 

□ スマート農業総合推進対策事業【農林水産省】 

・ 先端技術の現場への導入・実証を更に進めるとともに、地域での戦略づくりや科学的デー

タに基づく土づくり、教育の推進、農業データ連係基盤（ＷＡＧＲＩ）の活用促進のための

環境整備等の「スマート農業」の社会実装に向けた取組を総合的に支援 

要求額：５５億円（１５億円） 

 

新 農業支援サービス事業育成対策【農林水産省】 

・ スマート技術等を活用した農業支援サービス事業を育成するため、事業化に向けたニーズ調

査、専門人材の育成、機械の導入等を支援 

要求額： １０億円（農業支援サービス事業育成対策）（新規） 

   ２４５億円の内数（強い農業・担い手づくり総合支援交付金）（新規） 

 

□ グローバル産地づくりの強化【農林水産省】 

・ ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）に基づき、生産から輸出に至るまで一貫した

支援を実施 

要求額：３６億円（５億円） 

 

□ 森林整備事業＜公共＞【農林水産省】 

・ 森林資源の適切な管理と林業の成長産業化を実現し、国土強靱化や地球温暖化防止等にも貢

献するため、間伐や主伐後の再造林、幹線となる林道の開設・改良等を推進 

要求額：１,４９２億円（１,２２３億円） 

 

新 （再掲）国産木質バイオマス発電・熱利用の促進【経済産業省】 

要求額：１５億円（新規） 

 

□ 水産基盤整備事業＜公共＞【農林水産省】 

・ 産地市場の統合や養殖適地の確保等の水産改革と連動した水産基盤の整備、衛生管理対策、

水産資源の回復対策、漁業地域の地震・津波・台風対策、漁港施設の長寿命化対策を推進 

要求額：８６８億円（７１１億円） 
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□ （再掲）豊かさを実感できる海の再生事業【環境省】 

要求額：１．５億円（１．３億円） 

 

 

２ 魅力ある地域づくり                                      

□ コンパクトで歩いて暮らせる ゆとりと賑わいあるまちづくりの推進【国土交通省】 

・ 立地適正化計画に基づく都市・居住機能の誘導・集約を図る地方公共団体への支援強化 

・ ウォーカブルでゆとりと賑わいある まちなかづくりに対する支援 

・ （再掲）新たな働き方・住まい方を支える都市のテレワーク拠点整備等への支援 等 

要求額：７５２億円＋事項要求（７４５億円） 

 

□ 空き家対策や地域の魅力を活かすための適正な土地利用等の促進【国土交通省】 

・ 市町村が行う空き家の活用や除却等の総合的な支援の強化 

・ 市町村と民間事業者等が連携して行う空き家対策モデル的事業への支援 

・ 地方移住への関心の高まりなど、不動産市場の変化に対応した空き家・低未利用土地等の 

 活用促進 等 

要求額：１２８億円＋事項要求（１１１億円） 

 

□ 国立公園の抜本強化【環境省】 

・ 多様な魅力とアクセスを活かした国内外からの誘客を図るとともに、新たな需用を呼び込む

ため、ワーケーションへの対応(再掲)や体験型アクティビティの充実を推進 

要求額：１２５億円＋事項要求（１１１億円） 
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Ⅴ 全員活躍社会の実現                                      

１ 未来を担う人材の養成                                
（１）「生きる力」を育む教育の推進 

新 マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）【文部科学省】 

・ 成長産業化に向けた革新を図る産業界と専門高校が一体・同期化し、第４次産業革命・地域 

 の持続的な成長を牽引するための、絶えず革新し続ける最先端の職業人育成システムを構築 

要求額：７億円（新規） 

 

新 デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン（Plus-DX）【文部科学省】 

・ デジタル環境を大胆に取り入れることにより、デジタル(オンライン)とフィジカル(対面・ 

実地)を組み合わせたポストコロナ時代の高等教育における教育手法の具体化と成果を普及 

（件数：60件程度、事業期間：最大３年、単価：１件あたり1.5億円） 

要求額：９０億円（新規） 

 

□ 変革を実現する人材の育成【経済産業省】 

・ １人１台端末と連動したEdTech(※)活用による学びの個別最適化 

※ EdTech：Education(教育)×Technology(科学技術)の造語。テクノロジーを活用した革新的な 

能力開発技法 

・ ＳＴＥＡＭ教育の推進 

・ アート・デザイン思考等を用いて創造性を磨くリカレント教育の推進 等 

要求額：４８億円（１３億円） 

 

□ 切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実【文部科学省】 

・ (新)ＩＣＴを活用して、自立活動の効果的な指導の在り方に関する調査研究や、職業教育に 

関する指導計画・指導法を開発 

・ 医療的ケアのための看護師の配置（2,100人 → 2,400人） 

・ 低所得世帯へのオンライン学習通信費支援（要保護世帯→低所得Ⅰ世帯に対象拡充）等 

要求額：９２億円（２５億円（補正 ２０億円）） 

 

 

（２）子どもたちの学びを支える環境の充実 

□ ＧＩＧＡスクールサポーターの配置【文部科学省】 

・ 学校におけるＩＣＴ環境整備の設計や使用マニュアル(ルール)の作成、臨時休業期間におけ

るオンラインによる家庭学習の実施支援等を担う、ＩＣＴ技術者の学校への配置経費を支援 

要求額：５３億円（補正 １０５億円） 
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□ 学習者用デジタル教科書の普及促進【文部科学省】 

・ (新)１人１台端末の環境等が整っている小・中学校等を対象として、デジタル教科書を提供 

    （宿題など学校の授業以外の場でも活用可） 

・ （新）学習者用デジタル教科書のクラウド配信に関するフィージビリティ検証の実施 

・ 使用による効果・影響の検証、事例集・研修動画の製作 等 

要求額：５２億円（０．２億円） 

 

□ オンライン学習システム(ＣＢＴシステム)の全国展開等【文部科学省】 

・ Ｒ２年度に小中高200校規模のプロトタイプを開発するオンライン学習システムを、全国の

小中高等学校で活用できるよう、システムの改善・拡充、学習履歴の分析等を実施 

・  先端技術や教育データを効果的に活用して、文科省・自治体・学校間のデータ伝達を円滑・ 

迅速に行うシステムの開発 等 

要求額：３６億円（２億円（補正 １億円）） 

 

□ 学校における働き方改革と少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備 

（義務教育費国庫負担金）【文部科学省】 

・ 教員の持ちコマ数軽減や、教科指導の専門性を持った教員によるきめ細かな指導など、小学

校の専科指導に積極的に取り組む学校を支援 [＋2,000人（加配定数）] 

・ 教育課題への対応のための基礎定数化関連 [＋397人（基礎定数）] 

① 発達障害などの障害のある児童生徒への通級指導の充実（＋506人） 

② 外国人児童生徒に対する日本語指導教育の充実（＋90人） 

③ 初任者研修体制の充実（＋11人） 

④ 基礎定数化に伴う定数減等（▲210人） 

・ 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的整備 [事項要求] 

     ○ これまでのコロナ対応を踏まえ、子どもたちの学びを保障するとともに、「ＧＩＧＡスクール 

     構想」のもと個別最適な学びを実現することができるよう、１人１台端末の下での効果的なＩＣＴ 

      の活用や身体的距離の確保など、新しい時代の学びを支える環境の整備が必要 

    ○ このため、学級編制の標準の引下げを含め、少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備に 

ついて、経済財政運営と改革の基本方針2020を踏まえ、予算編成過程において検討 

要求額：１兆５,２０８億円＋事項要求（１兆５,２２１億円（補正 ４０億円）） 

 

□ 指導員等の派遣【文部科学省】 

・ 学習指導員等：学習サポート、進路指導・キャリア教育、学校生活適応への支援 等 

（要求額：１３１億円、３２,０００人（３２億円、８,０００人）） 

・ スクール・サポート・スタッフ（学習プリントの準備、採点業務、消毒作業 等） 

（要求額：１０８億円、２４,５００人（１９億円、４,６００人）） 

・ 中学校における部活動指導員 

（要求額： １５億円、１３,２００人（１２億円、１０,２００人）） 

要求額：２５４億円（６２億円（補正 ２７８億円）） 
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新 地域運動部活動推進事業【スポーツ庁】 

・ 令和５年度以降の休日の部活動の段階的な地域移行に向けて、地域人材の確保や費用負担の 

あり方、運営団体の確保などの課題に総合的に取り組むために、全国各地の拠点校(地域)にお 

いて、実践研究を実施 

※ 実施拠点数：114箇所（47都道府県×2箇所(市・町村)＋20政令市×1箇所） 

・ 合同部活動やＩＣＴ活用によるスポーツ機会の充実に向けた実践研究の実施 等 

要求額：２億円（新規） 

 

□ 高校生等への修学支援【文部科学省】 

・ 年収910万円未満の世帯の生徒を対象に、高等学校等修学支援金を支給(設置者が代理受領) 

・ 生活保護世帯・非課税世帯の授業料以外の教育費負担を軽減するため、都道府県が行う高校 

生等奨学給付金事業に対して、国がその経費の1/3を補助 

    ※Ｒ３拡充  ①非課税世帯 全日制等(第１子)の給付額の増額（＋26,100円） 

②オンライン学習に必要な通信費相当の増額（非課税世帯、＋12,000円） 

要求額：４,３６２億円（４,４１７億円） 

 

□ 高等教育の修学支援の確実な実施【文部科学省】 

・ 高等教育の修学支援(授業料等減免・給付型奨学金)を確実に実施 

・ 意欲ある学生等が経済的に進学を断念することがないよう、無利子奨学金事業の貸与事業を 

満たす希望者全員に対する貸与を確実に実施 

要求額：事項要求 

 

□ （再掲）経済的に困窮している学生への支援【文部科学省】 

要求額：事項要求 

 

□ （再掲）学校における感染症対策の充実【文部科学省】 

要求額：１６９億円（０．４億円（補正１０５億円）） 

 

□ 公立学校施設の整備【文部科学省】 

・ 制度改正：複合化施設の一部補助対象化、廃校施設の撤去費補助拡充、 

バリアフリー化工事への補助拡充、給食施設の空調設置 等 

・ 補助単価：対前年度比＋9.1％ 

要求額：１,２９５億円＋事項要求 ※防災・減災、国土強靱化 

（  ６９５億円（防災・減災等 ４７０億円、補正 ５７億円）） 
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新 地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワークの構築【文部科学省】 

  （COREハイスクール・ネットワーク構想 (COllaborative REgional High-school Network)） 

・ 中山間地域や離島等に立地する小規模高等学校について、教育環境改善のためのネットワー 

ク構築による複数高等学校の教育課程の共通化や、地元自治体等の関係機関と連携・協働する 

体制を構築することで、持続的な地方創生の核としての機能を強化 

要求額：８億円（新規） 

 

 

２ 多様な人材の活躍推進                               
（１） 多様な人材の就労・活躍の場づくり 

□ 高齢者の就労・社会参加の促進【厚生労働省】 

・ 70歳までの就業機会確保に向けた環境整備や高年齢労働者の処遇改善を行う企業への支援  

・ ハローワークにおける生涯現役支援窓口などのマッチング支援の拡充 等 

要求額：３１９億円＋事項要求（２７９億円） 

 

□ 女性活躍・男性の育児休業取得の推進【厚生労働省】 

・ 中小企業向けの女性活躍推進のための行動計画策定の取組支援 

・ 子育て等により離職した女性の再就職支援 

・  男性の育児休業取得を促進する枠組み等の検討及び周知・支援 等 

要求額：１８３億円＋事項要求（１７４億円） 

 

□ （再掲）障害者の就労促進【厚生労働省】 

要求額：１８４億円＋事項要求（１８０億円） 

 

□ 外国人に対する支援【厚生労働省】 

・ 外国人求職者等に対する就職支援、外国人労働者の適正な雇用管理に関する企業への助言・ 

援助、外国人への多言語相談支援体制の整備  

・  外国人技能実習の実地検査や相談支援の適切な実施 等 

要求額：１２３億円（１２１億円） 
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（２） 就職・再就職の支援 

□ 就職氷河期世代活躍支援プランの実施【厚生労働省】 

・ ハローワークにおける専門窓口の拡充、専門担当者のチーム制による就職相談・職業紹介・

職業定着までの一貫した伴走型支援  

・ 地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の支援 

・ 社会参加支援のための市町村プラットフォーム設置促進 

・  ＳＮＳ等による相談支援など、市町村によるひきこもり支援の充実 等 

要求額：６８１億円＋事項要求（６３２億円） 

 

□ 地域就職氷河期世代支援加速化交付金【内閣府】 

・ 先進的・積極的に就職氷河期世代への支援に取り組む地方公共団体等を支援  

要求額：３０億円（Ｒ元年度補正 ３０億円） 

 

□ 業種・地域・職種を超えた再就職等の促進【厚生労働省】 

・ (再掲)職業訓練を通じた職業スキルや知識の習得 

・  (新)ハローワークの就職支援ナビゲーターによる業種を超えた再就職支援 

・ 業種・職種を超えた転換を伴う再就職等を促進する都道府県の取組等を支援 

・ 都心部から地方への移住を伴う地域を超えた再就職等の支援 

・ 産業雇用安定センターによる産業間出向・移籍マッチングの推進 等 

要求額：１,２０６億円＋事項要求（１,１８５億円） 

 

□ 派遣労働者など非正規雇用労働者の再就職支援、新規学卒者への就職支援 

【厚生労働省】 

・  (新・再掲)ハローワークの就職支援ナビゲーターによる求職者の状況に応じたきめ細かな 

担当者制支援 

・ (再掲)求職者支援訓練による再就職支援、新規学卒者等への就職支援の拡充 

要求額：６２０億円＋事項要求（６３０億円） 

 

□ 医療介護福祉保育等分野への就職支援【厚生労働省】 

・ (新・再掲)雇用と福祉の連携による離職者への介護分野への就職支援  

・ ハローワークの専門支援窓口拡充、潜在求職者の積極的な掘り起こし 

・ 優良基準の明確化等による優良な民間人材サービス事業者の推奨 

・ (新)「医療のお仕事 Key-Net」等を活用した医療人材の確保 等 

要求額：５４億円＋事項要求（４０億円） 
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（３）地域共生社会づくりの推進 

□ 相談支援・参加支援・地域づくりの一体的実施による重層的支援体制の整備促進 

【厚生労働省】 

・ 属性を問わない相談支援、多様な参加支援の推進、地域づくりに向けた支援を一体的に行う

重層的支援体制整備事業の実施（事業実施に向けた準備支援を含む） 等 

要求額：３９億円＋事項要求（３９億円） 

 

□ 生活困窮者自立支援・ひきこもり支援の強化【厚生労働省】 

・ 自立相談支援等の支援体制の強化、就労準備支援事業等のＩＣＴ化 

・ 地方公共団体と連携したハローワークにおける生活困窮者等に対する就職支援、生活困窮者

等を雇い入れる事業主への助成 

・ 生活困窮者等への住まいの確保・定着支援、住居確保給付金の支給 

・ （再掲）社会参加支援のための市町村プラットフォーム設置促進、ＳＮＳによる相談支援な

ど市町村による引きこもり支援の充実 等 

要求額：６０５億円＋事項要求（５７４億円） 

 

□ 自殺総合対策の推進【厚生労働省】 

・ 地域自殺対策強化交付金による地域の実情に応じた取組の推進 

・ ＳＮＳ等を活用した相談体制の強化 等 

要求額：３３億円＋事項要求（３３億円） 

 

□ 人権擁護活動の強化【法務省】 

・ （再掲）コロナに関連する偏見や差別をなくすための人権啓発活動の強化 

・ 非接触型で即応性のあるＳＮＳ人権相談体制の拡大  

・ インターネット上の人権問題をなくすための活動強化、相談窓口や削除要請の取組周知 等 

要求額：４１億円（３５億円） 
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Ⅵ 交流・環流の促進                                      

１ 交通基盤の充実                                   
□ 効率的な物流ネットワークの強化【国土交通省】 

・ 三大都市圏環状道路等の整備の推進 

・  トラック輸送と空港・港湾等の主要な物流拠点との接続強化 

・ 平常時・災害時を問わない安全・円滑な物流等のための道路ﾈｯﾄﾜｰｸ構築等の推進 等 

要求額：３,９９９億円＋事項要求（３,８８３億円） 

 

□ 地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備【国土交通省】 

・ 地域・拠点をつなぐ高速道路ネットワークの構築 

・ ICや空港・港湾等へのアクセス道路の整備に対する安定的な支援 等 

  要求額：２,６４６億円の内数＋事項要求（２,５６９億円の内数） 

 

□ 整備新幹線の着実な整備【国土交通省】 

要求額：８０４億円＋事項要求（８０４億円） 

※ 北陸新幹線(金沢・敦賀間)及び九州新幹線(武雄温泉・長崎間)の開業に追加的に要

する経費の一部への対応については、予算編成過程で検討 

 

□ 航空ネットワークの充実【国土交通省】 

・ 関西空港・伊丹空港における航空保安施設の整備 

・ 地方航空ネットワークの維持・活性化のための関係者間の協業の促進 等 

当初予算額：２１１億円（１９０億円） 

 

□ 国際コンテナ戦略港湾等の機能強化【国土交通省】 

・ ハード・ソフト両面でのコンテナターミナルの集貨・創貨・競争力強化の推進  

・ バルク船の大型化に対応した港湾機能強化や効率輸送に向けた企業連携の促進 

要求額：５２３億円＋事項要求（５１８億円） 

 

□ 成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援（社会資本整備総合交付金） 

【国土交通省】 

・ 道路や港湾・下水道施設、都市公園等の整備に関する地方公共団体の取組を総合的に支援 

要求額：７,２７７億円＋事項要求（７,２７７億円） 

       

□ 将来を見据えたインフラ老朽化対策の推進【国土交通省】 

・ インフラ長寿命化計画(行動計画)に基づき、将来にわたって必要なインフラの機能を発揮し

続けるための取組を推進 

要求額：７,１７６億円＋事項要求（６,９６７億円）  
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※ 地方税に関連する主な税制改正                                      

□ 車体課税の延長・見直し【経済産業省、国土交通省】 

・ 新型コロナの影響により自動車産業が厳しい状況下に置かれていることを踏まえ、自動車取

得時に係るユーザー負担の大幅な軽減を図る観点から、以下の措置を要望 

①エコカー減税(自動車重量税)の延長・見直し 

②環境性能割(自動車税、軽自動車税)の臨時的軽減(※)等を含めた、取得時の負担軽減 

※ R1.10月(消費税10％引き上げ時)に、環境性能割の導入と、税率１％を軽減する臨時的軽減措置  

 を実施（R3.3月で期限切れ） 

≪本県の提案≫ 

自動車税及び軽自動車税は、財産税的性格、自動車の運行により生じる道路損傷負担金 

としての性格や環境損傷負担金的性格を有しており、道路の整備や維持等の貴重な財源 

であることを踏まえ、環境変化の動向等を踏まえた検討を行う際は、自動車税及び軽自動 

車税の性格や地方税財源の安定的な確保を前提に慎重な検討を行うこと 

 

□ ガス事業等の収入金課税の見直し【経済産業省】 

・ 小売全面自由化が行われたガス供給業の法人事業税の課税方式を、一般の事業と同様の課税

方式に変更 

  要望理由：地域独占や料金規制・総括原価は撤廃され、既に収入金課税の根拠は失われており、公平性 

       の観点から是正が必要（H30年度、ガス供給業を含む中小ガス事業者のみ、一般の事業と同 

様の課税方式に見直し 

・ 電気供給業の課税方式のあり方は、本年度改正を踏まえ、引き続き検討 

≪本県の提案≫ 

  ○電気供給業(送配電事業)及びガス供給業については、現行制度を堅持すること 

  ○（令和２年度税制改正において課税方式が見直された）電気供給業(発電・小売事業) 

   については、外形標準課税及び所得課税の割合を拡大しないこと 

  ＜提案理由＞ 

・電気供給業及びガス供給業は、発電・製造、送配電・導管及び小売の各事業部門が相互に密接に 

関連しており、事業全体として、消費者にエネルギーの安定供給を行うという公益的性格を依然 

として有する。 

・発電・製造施設及び送配電・導管設備等は、規模が大きく、多くの従業員を有し、多大な行政 

サービスを受益している点に変わりはない。 

・法的分離が義務付けられた送配電事業(R2実施)及び導管事業(R4実施)は、法的分離後も総括原 

 価方式による規制料金（電気事業法又はガス事業法による経済産業大臣の託送料金の認可）が 

 維持される。 

・小売事業(一般家庭用等)については、新規参入事業者の料金は自由化されているが、適正な競争 

環境が確保されていないこと等により消費者の利益を保護する必要性が特に高いとして、既存大 

手電力事業者の「総括原価方式」による規制料金が経過措置により存続することとなっている。 

・収入金額課税制度の見直しは大幅な減収に繋がり、地方団体の財政運営に多大な支障が生じる。 
[兵庫県内における影響額(本県試算)] 

区分 R2税制改正による影響 
収入金額課税を所得課税に切り替え

た場合 (経産省・R2税制要望時) 
電気 ▲7億円（県：▲6.5、市町▲0.5） ▲53億円（県：▲49、市町▲4） 

ガス － ▲13億円（県：▲12、市町▲1） 

合計 ▲7億円（県：▲6.5、市町▲0.5） ▲66億円（県：▲61、市町▲5） 
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□ ゴルフ場利用税の在り方の見直し【スポーツ庁】 

・ ゴルフは大衆的に親しまれているスポーツであるとともに、オリンピックの正式競技にもな

っている国民的スポーツである一方、スポーツの中で唯一ゴルフのみに課税されている状況

であるため、最終的な撤廃の目標は掲げつつ、本税の在り方についての見直しを要望 
 
≪本県の提案≫ 

平成元年の消費税創設及び娯楽施設利用税廃止後も、ゴルフ場利用税として課税されて 

いるところであり、以下の点から、現在もその必要性に変わりはなく、都道府県及びゴルフ 

場所在市町村の貴重な自主財源であることから、現行制度を堅持すること 

①ゴルフ場利用者は十分な担税力を有する 

   ・ゴルフ場利用に係る支出行為は、他の消費行為に比して十分な担税力が認められる。 

②多大な行政サービスを受益する一方、土地利用は長期固定化する 

   ・ゴルフ場の利用には、ゴルフ場周辺環境の保全等、都道府県も含め地方団体の行政サービスが 

密接に関連している。 

・ゴルフ場は広大な面積を有しており、当該地域の土地利用の長期にわたる固定化を招いている。 

③市町村の貴重な財源となっている 

   ・ゴルフ場が所在する市町村の約75％が過疎地域や中山間地域にあり、自主的な財源に乏しい市 

町村が多いため、ゴルフ場利用税は貴重な財源となっている。 

④大幅な減収による地方団体の財政運営への多大な支障が生じる 

   ・ゴルフ場利用税が廃止された場合、全都道府県で約433億円、本県では約34億円(うち市町への 

交付金約24億円(H30年度決算額))の減収が見込まれる。 

 

□ 経済のデジタル化に伴う国際的な課税の見直し【経済産業省】 

・ 年内の国際合意やその先の国内法化では、欧米の動向等も踏まえ、日本企業(アジア製造業

等)の過度な負担増を回避しつつ、デジタル経済化を見据えた日本企業の競争力強化策をあわ

せて検討 

 

新 （再掲）土地に係る固定資産税の負担調整措置等の延長と経済状況に応じた所要の 

措置【国土交通省、経済産業省】 

 

新 （再掲）中堅・中小企業向け融資促進支援のための時限措置【金融庁】 

 

 

新 （再掲）交通運輸・観光業における新型コロナによる需要減の状況等を踏まえた 

      所要の措置【国土交通省】 

 

□ （再掲）地域未来投資促進税制【経済産業省】 

 

□ （再掲）研究開発投資の底上げとクラウドサービスを活用した研究開発の促進 

【経済産業省】 
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新 （再掲）ウィズコロナ／ポストコロナ時代のビジネスモデル変革の促進 

【経済産業省】 

 

新 （再掲）経営資源の集約化を後押しするための税制措置の創設【経済産業省】 

 

新 （再掲）第三者への事業承継に係る課税猶予措置【金融庁】 

 

新 （再掲）国際金融ハブ取引に係る税制措置【金融庁】 

 

新 （再掲）サテライトオフィス整備に係る軽減措置の創設【総務省】 

 

新 （再掲）事前放流に関する放流施設の整備等を行った場合の固定資産税の優遇  

                   【国土交通省】 

 

新 （再掲）認定雨水貯留施設に係る固定資産税を課税の対象外とする新たな税制の 

創設【国土交通省】 

 

新 （再掲）災害ハザードエリアからの移転促進のための特例措置の創設【国土交通省】 

 

□ （再掲）被災者生活再建支援金に係る非課税措置等の拡充【内閣府】 

 

□ （再掲）子育て支援に要する費用に係る税制上の措置【内閣府、厚生労働省】 

 

新 （再掲）産後ケア事業に要する費用に係る税制措置の創設【厚生労働省】 

 

□ （再掲）地域医療構想実現に向けた税制上の優遇措置の創設【厚生労働省】 
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（参考１） 
本県の提案が反映されている主な項目 
（提案の一部が反映されているものを含む） 

 

令和３年度概算要求 

□ ３か年緊急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応【国土交通省】 

〔本県の提案内容〕 

・防災・減災・国土強靭化緊急対策事業(国補助事業)及び緊急自然災害防止対策事 

業(県単独事業)の事業期間を延長すること 

・その際には、緊急的な対策のみならず、長期に及ぶ大規模で抜本的な対策を行う事業が対

象となるよう、十分な事業期間を確保すること 

〔概算要求〕 

・３か年緊急対策後の中長期的な視点に立った計画的な取組のための予算については、激甚

化・頻発化する自然災害等にかんがみ、３か年緊急対策として講じられてきたこれまでの実

績を踏まえ、今後中長期的に達成すべき安全度等の水準を見据えて、これまでの実績を上回

る必要かつ十分な規模となるよう、予算編成過程で検討 

要求額：事項要求 

 

□ 治水対策における既存ダムの活用【国土交通省】 

〔本県の提案内容〕 

・一級水系に加え二級水系においても事前放流の実施を徹底させること 

・水位が回復しない場合の損失補填制度の対象を拡充すること 

〔概算要求〕 

・事前放流に伴う損失補填制度の拡充 

２級水系においても事前放流の取組を更に推進するため、２級水系の管理者で 

   ある道府県が利水ダム等の事前放流に伴う損失補填を行う場合に、国がその費用 

   を支援する制度を検討 

・河川管理者による新たな施設整備制度や、事前放流に関する放流施設の整備等を行った場合 

の税制優遇制度を創設   

 

□ 地域未来投資促進税制【経済産業省】 

〔本県の提案内容〕 

・国内投資促進事業費補助金の対象企業が、生産拠点の国内回帰やサプライチェーンの強化・

再構築に資する地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画を策定した場合、同法

による課税特例措置の上乗せ要件の対象とするなど、支援を拡充すること 

・地域未来投資促進法による課税の特例措置の適用期限(今年度末)を延長すること 

〔税制改正要望〕 

・課税特例の要件に、製品等のサプライチェーンの強靭化に資する事業等の類型を追加 

・地域未来投資促進税制の適用期限を２年間延長 
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□ スマート農業の推進【農林水産省】 

〔本県の提案内容〕 

・ＡＩ、ＩＣＴ、ドローン、センシング技術など、先端技術の農業生産現場への早期導入・

実証に関する予算を拡充すること 

〔概算要求〕 

・スマート農業総合推進対策事業 要求額：５５億円（１５億円） 

・(新)農業支援サービス事業育成対策  

要求額： １０億円（農業支援サービス事業育成対策） 

      ２４５億円の内数（強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 

 

 

令和２年度・予備費の活用等 

□ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の所要額確保【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・国の２次補正予算を踏まえた交付決定額では、病床や宿泊施設の確保等に関しては９月分

までのみ対象とされているため、10月以降の病床等の確保を計画的に行えるよう、国の責

任において所要額を迅速かつ確実に追加交付すること 

〔予備費の活用（９月15日閣議決定）〕 

・10月以降分の病床や宿泊療養施設を確保するための経費を補助 

 

□ 診療報酬や空床補償単価の更なる引き上げ【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・重症・中等症患者への診療報酬の特例的な対応や、空床確保に関する補助単価及び対象病

床の拡充等の支援策が講じられているが、軽症者、無症状患者、疑似症患者についても、

診療報酬や空床補償単価の更なる引き上げなど、経営支援を充実させること。 

〔予備費の活用（９月15日閣議決定）〕 

・重点医療機関の病床確保料の更なる引き上げ   

（引き上げ前）         （引き上げ後） 

ＩＣＵ病床 301,000円  ＩＣＵ病床 特定：436,000円、一般：301,000円 

ＨＣＵ病床 211,000円  ＨＣＵ病床 特定・一般：211,000円 

その他病床  52,000円  その他病床 特定： 74,000円、一般： 71,000円 

                  注 特定：重点医療機関である特定機能病院等 

                      一般：重点医療機関である一般病院 
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□ 福祉医療機構による民間医療施設に対する無利子・無担保融資の拡充【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・新型コロナウイルス感染症に関連して減収等の影響を受けた医療関係施設に対する、福祉

医療機構による無利子・無担保貸付額を拡充すること 

〔融資条件等の拡充（９月15日決定）〕 

区   分 (1)通常融資 (2)優遇措置 

(3)更なる拡充 

※ 一定以上の減収が生じている

施設のみ 

対   象 

事業の継続に支障 新型コロナ等により事業の継続

に支障 

R2.2月以降、前年同月と比較し、医

業収入が30％以上減少した月が 

1月以上ある施設 

貸付限度額 

・病院 貸付対象外 

・老健 1,000万円 

・診療所 300万円 

「病院7.2億円、老健1億円、診療

所4,000万円」又は「前年同月から

の減収の12か月分」の高い方 

「病院10億円、老健1億円、診療所

5,000万円」又は「前年同月からの

減収の12か月分」の高い方 

無利子枠 

－ 

(利子 0.802％) 

(※1) 

当初5年間(※2) 

[コロナ対応を行う医療機関] 

「病院1億円、診療所4,000万円」

又は「前年同月からの減収の2

ヶ月分」の高い方 

[政策医療を担う医療機関(※3)] 

「病院1億円、診療所4,000万円」

又は「前年同月からの減収の1

ヶ月分」の高い方 

[上記以外の施設] 

・病院、老健：1億円 

・診療所：4,000万円 

当初5年間 

[コロナ対応を行う医療機関] 

「病院2億円、診療所5,000万円」又

は「前年同月からの減収の2ヶ月

分」の高い方 

[政策医療を担う医療機関] 

「病院2億円、診療所5,000万円」又

は「前年同月からの減収の1ヶ月

分」の高い方 

[上記以外の施設] 

・病院：2億円 

・診療所：5,000万円 

無担保枠 － 

[コロナ対応を行う医療機関] 

「病院3億円、診療所4,000万円」

又は「前年同月からの減収6か

月分」の高い方 

[政策医療を担う医療機関(※3)] 

「病院3億円、診療所4,000万円」

又は「前年同月からの減収の3

ヶ月分」の高い方 

[上記以外の施設] 

・病院：3億円 ・老健：1億円 

・診療所：4,000万円 

[コロナ対応を行う医療機関] 

「病院6億円、診療所5,000万円」又

は「前年同月からの減収6か月

分」の高い方 

[政策医療を担う医療機関(※3)] 

「病院6億円、診療所5,000万円」又

は「前年同月からの減収の3ヶ月

分」の高い方 

[上記以外の施設] 

・病院：6億円  

・診療所：5,000万円 

償還期間 3年(据置6か月) 15年(据置5年) 15年(据置5年) 

※1 利率は9/1時点 

※2 6年目以降：0.2％ 

※3 都道府県の医療計画に記載されている医療機関、在宅医療を実施している医療機関等 
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□ 生活福祉資金の追加予算措置【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・本県の申請状況を踏まえると９月にも原資が枯渇するおそれがあるため、迅速に追加の予

算措置を講じること 

〔予備費の活用（９月15日閣議決定、３,１４２億円）〕 

 ・特例貸付の申請期間の延長(R2.9月末→12月末)に伴う必要な経費を措置 

 

 

その他 

□ ボーガン（クロスボウ）に対する規制の強化【警察庁】 

〔本県の提案内容〕 

・ボーガン（クロスボウ）に対する規制を強化すること 

〔警察庁発表（９月10日）〕 

・ボーガン所持の法規制の是非を議論する有識者検討会を設置 

（本年末に報告書をとりまとめ予定） 

 

□ 医学部「地域枠」入学定員(臨時定員)の継続設置【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・医師不足、医師の偏在是正のため、へき地等に一定期間勤務することを義務づけている地

域枠について、依然として医師不足の著しい状況があることに加え、新たに地域の感染症

対策を担う人材の育成という課題も生じたことから、現行どおり医学部臨時定員増とする

措置を継続すること 

〔８月31日 厚生労働省・医療従事者の受給に関する検討会〕 

 ・Ｒ４年度の臨時定員については、現状どおり継続 

※ Ｒ５年度以降についてはＲ３年春を目途に検討されるため、引き続き、臨時定員の継続を

国へ要望 
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（参考２） 
現時点では、本県の提案に対する反映状況等が確認できない主な項目 

 

令和３年度予算関係 

□ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の令和３年度の継続【内閣府】 

〔本県の提案内容〕 

・感染症予防対策や地域経済の回復には継続して取り組むことが必要なため、令和３年度当初

予算においても、交付金を継続して措置し、必要な予算額を確保すること 

 

□ 令和３年度地方財政計画の充実【総務省】 

〔本県の提案内容〕 

・令和３年度の大幅な留保財源の減少に対して、地方財政法第５条の特例としての地方債を創 

設すること等により確実に措置すること 

 

□ 「ＦＯＣＵＳスパコン」増強に対する財政支援【文部科学省】 

〔本県の提案内容〕 

・「富岳」の産業利用の裾野拡大に不可欠なステップアップ機である「ＦＯＣＵＳスパコン」

について、必要な性能（現行の10倍程度の速度、クラウド利用機能）を確保できるよう、

機能強化への財政支援を行うこと 

 

□ 「スタートアップ支援・エコシステム グローバル拠点都市」の形成に対する支援  

【内閣府、経済産業省】 

〔本県の提案内容〕 

・六甲山へのＩＴベンチャーの拠点形成や、スタートアップビザ制度を活用した外国人起業家 

受入のための相談・支援体制の整備など、「スタートアップ・エコシステム グローバル拠 

点都市」の選定を受け、優れたスタートアップの集積を更に推進する取組に対して、新たな 

補助金を創設するなど財政支援を行うこと 

 

□ UNOPS・GIC Japan(Kobe)に対する支援【内閣府、経済産業省】 

〔本県の提案内容〕 

・県・神戸市で誘致したUNOPS･GIC Japan(Kobe)の運営について、新たな補助金を創設するなど 

財政支援を行うこと 
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□ 兵庫県庁舎等再整備への財政措置【総務省】 

〔本県の提案内容〕 

・ 阪神・淡路大震災により兵庫県庁舎は大きな被害を受けたが、復旧・復興事業において被災

地の生活者・事業者支援を優先し、これに伴う厳しい財政環境も踏まえ、最低限の補強耐震工

事をしたのみで現庁舎をそのまま活用してきた。しかしながら、耐震性がほぼないことが明ら

かになったことや築50年を経過し老朽化が進んでいることから、南海トラフ地震を控え、庁

舎等の再整備を予定している。 

県庁舎は、災害発生時の対策活動の広域拠点となるものであることから、緊急防災・減災事 

業債や公共施設等適正管理推進事業債等の交付税措置率の高い起債の充当対象とするなど、

県庁舎の建替に関する財政措置を講じること。 

 

 

令和２年度予算関係 

□ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象拡充等【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・対象事業が限定的であり、対象事業となっているものでも全国一律の補助対象や補助基準 

上限が設定されるなど、地域の実情に応じた対応ができないため、交付金事業を柔軟に執 

行できるようにすること 

（施術所（接骨院・鍼灸院等）における感染拡大防止対策 等） 

 

□ 医療機関の経営支援【厚生労働省、総務省】 

〔本県の提案内容〕 

・経営悪化による減収について、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の交付対象 

とするなど、医療機関の経営維持に対する支援措置を講じること 

 ・公立病院の経営悪化について、新型コロナウイルス感染症の影響による経営悪化はもとよ 

り、コロナに伴う受診控え等による経営悪化を含めて、一般会計からの繰出を行う場合には 

特別交付税措置を講じること 

 

□ 需要喚起対策の実施【内閣府、国土交通省、農林水産省】 

〔本県の提案内容〕 

・基幹道路ネットワークの整備や防災・減災対策等を推進するための公共事業費の大幅な上積 

み、ポストコロナ社会を見据えた情報通信基盤の整備等ハード事業に関する交付金の創設 

など、総需要を増やす対策を行うこと 

 

□ 更なる消費喚起対策の推進【内閣府、観光庁、経済産業省、農林水産省】 

〔本県の提案内容〕 

・商店街の活性化など各地域における更なる消費を喚起するための新たな取組や、観光業や飲 

食業など地域経済の活性化を図るＧｏ Ｔｏ キャンペーンの拡充など、国において更なる 

消費喚起対策を強力に推進すること 
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□ 緊急雇用創出事業の創設【厚生労働省】 

〔本県の提案内容〕 

・雇用情勢の更なる悪化が懸念されるなか、雇用の受け皿を確保するため、リーマン・ショッ 

ク時と同じく、基金を活用した緊急雇用創出事業(リーマン・ショック時：１兆500億円)を 

早急に創設すること  

 

□ 減収補填債の対象拡充【総務省】 

〔本県の提案内容〕 

・令和２年度以降の地方税収はかつてない大幅な減収が予測されていることから、地方交付税

制度における減収補填の対象となっていない地方消費税等の税目についても減収補填債の

対象とするなど、必要な補填措置を講じること 

 

 

その他 

□ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の見直し等【内閣官房】 

〔本県の提案内容〕 

《社会活動規制》              

・特措法第45条の中で、①業種や類型ごとの要請、②個別の施設管理者等に対する要請、 

 ③それに次ぐ指示と一連で行えるよう、所要の法整備を行うこと 

・法第24条第９項の協力要請、第45条第２項の要請、同条第３項の指示及び同条第４項の公 

表について、法令上根拠のない国との事前協議を廃止するとともに、国は指針案を示すこと 

・法第45条第３項の休業指示に対する実効性を高めるため、必要な法整備（罰則適用など） 

を行うこと 

・国の基準に基づいて都道府県が休業要請をした場合、その対象業種に対しては、国の責任に 

おいて、休業協力支援金等の財政措置を行うこと 

《感染防止対策の義務化》              

・業種ごとの感染拡大予防ガイドラインを法に基づき基準化し、これに基づく感染防止対策を 

義務づけ、違反する施設において患者が発生した場合には営業停止処分等の行政処分を行 

うことができるよう、食品衛生法と同様の規定を設けること 

 

□ 東京圏への立地規制の制度化【内閣官房、内閣府、総務省、財務省、経済産業省】 

〔本県の提案内容〕 

・地域大学振興法により東京 23 区の大学の定員増を原則 10 年間禁じる措置と同様に、一定

規模以上の本社や工場、事務所等の東京圏への新規立地(移転を含む。)を抑制する制度を創

設すること 

 

 


